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○栗原市建設工事執行規則取扱要綱 

平成１７年４月１日 

訓令第５７号 

改正 平成１８年５月３１日訓令第２８号 

平成１９年７月９日訓令第２４号 

平成２５年３月２５日訓令第２号 

平成２５年５月８日訓令第１１号 

平成２５年１０月３１日訓令第２３号 

平成２８年２月２２日訓令第２号 

平成２８年５月２日訓令第２２号 

平成３０年９月１４日訓令第２４号 

平成３１年３月２９日訓令第１０号 

令和元年７月２３日訓令第３号 

令和２年４月２０日訓令第３０号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市が発注する建設工事の執行について、栗原市財務規則（平成

１７年栗原市規則第３８号）、栗原市建設工事執行規則（平成１７年栗原市規則第

１７４号。以下「執行規則」という。）その他法令等に定めるもののほか、必要な

事項を定めるものとする。 

（平３１訓令１０・一部改正） 

（工事の執行方法） 

第２条 工事執行者（執行規則第２条第２号に規定する工事執行者をいう。以下同

じ。）は、請負による工事の執行を原則とする。ただし、工事の目的、性質等によ

り必要がある場合は、国、地方公共団体、公社、公団その他適当と認めるものに工

事を委託し、執行することができる。 

２ 執行規則第３条第１項ただし書に規定する特に必要がある場合とは、次に掲げる

とおりとする。 

(1) 建設工事（以下「工事」という。）の目的又は性質により、請負又は委託に

付すことが不適当と認められるとき。 

(2) 急な施工を要し、請負又は委託に付すことが困難と認められるとき。 

(3) 請負契約又は委託契約を締結することができないとき。 

(4) その他特に直営とする必要があると認められるとき。 

（平３１訓令１０・一部改正） 

（競争入札の実施基準） 

第３条 一般競争入札及び指名競争入札（以下「競争入札」という。）の実施の基準

は、原則として別表のとおりとする。 

（競争入札参加資格条件） 

第４条 工事執行者は、執行規則第６条第２項の規定により競争入札に参加する者に
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必要な資格を定めるときは、次に掲げる事項に係る資格条件を必ず付さなければな

らない。ただし、第６号については、共同企業体を入札参加対象としないときは、

この限りでない。 

(1) 入札期日において、発注する対象工事に対応する業種及び等級について、執

行規則第４条第１項の規定による承認を受けていること。 

(2) 入札期日において、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政

令」という。）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

(3) 入札期日において、栗原市有資格業者に対する指名停止要領（平成１７年栗

原市告示第１３５号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けて

いる期間中でないこと。 

(4) 入札期日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による

更生手続開始の申立てをしていないこと又は民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）の規定による再生手続開始の申立てをしていないこと。 

(5) 入札期日において、銀行取引停止となっていないこと。 

(6) 同一の入札には、共同企業体の構成員である場合を含め、重複して参加する

ことはできないこと。 

(7) 同一の入札に参加しようとする者の間に、別に定める資本関係又は人的関係

がないこと。 

２ 工事執行者は、前項に掲げるもののほか、入札に付す工事の内容等により、次の

事項について、資格及び条件を設けることができるものとする。 

(1) 事業所の所在地に関すること。 

(2) 施工実績に関すること。 

(3) 技術者の配置に関すること。 

(4) 共同企業体に関すること。 

(5) 入札に参加できる者の選定に関すること。 

（平３０訓令２４・平３１訓令１０・一部改正） 

（競争入札参加資格条件の決定） 

第５条 工事執行者は、前条第２項に規定する資格及び条件を設けようとするとき

は、入札に付す工事を発注する課長等の内申に基づき、栗原市工事請負業者選定委

員会規程（平成１７年栗原市訓令第６６号の１）第２条の規定により設置される特

別業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）において審議し、決定する。 

２ 前項の規定による内申は、入札参加条件設定調書（様式第１号）によるものとす

る。 

（平３１訓令１０・一部改正） 

（競争入札の周知等） 

第６条 工事執行者は、競争入札に関し必要な事項を、執行規則第７条第１項に規定

する公告（以下「入札公告」という。）、同規則第８条第２項に規定する通知（以

下「指名通知」という。）等により、周知するものとする。 
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２ 工事執行者は、執行規則第１５条第１項に規定する調査基準価格（以下「調査基

準価格」という。）を設けたときは、入札公告又は指名通知（以下「入札公告等」

という。）及び入札執行の際に必要に応じて次の事項を周知するものとする。 

(1) 政令第１６７条の１０第１項の規定により入札価格を調査するための調査基

準価格を設けた入札であること。 

(2) 調査基準価格を下回る入札が行われたときは、落札の決定を保留し、調査の

上、後日落札者を決定すること。 

(3) 調査基準価格を下回る入札を行った者は、最低価格の入札者であっても必ず

しも落札者とならない場合があること。 

(4) 調査基準価格を下回る入札を行った者は、事後の事情聴取等の調査に応じな

ければならないこと。 

３ 工事執行者は、入札に参加する者に対し、入札時に、当該入札額を見積もった工

事費の内訳書（以下「工事費内訳書」という。）の提出を求めることができる。こ

の場合において、工事執行者は、第１項の規定により周知しなければならない。 

（平３１訓令１０・一部改正） 

（競争入札参加資格確認申請書） 

第７条 入札参加者を公募する競争入札（以下「一般競争入札」という。）に参加し

ようとする者（以下「入札参加申請者」という。）は、入札参加資格確認申請書

（様式第２号）に必要事項を記入し、入札公告に定めるところにより当該申請書を

提出しなければならない。 

２ 工事執行者は、入札参加申請者の入札参加資格の確認のため必要と認めるとき

は、前項の入札参加資格確認申請書に、入札参加資格確認調書（様式第３号）その

他の必要書類を添付させることができる。 

３ 工事執行者は、入札公告の日から入札参加資格確認申請書の提出期限の前日まで

に、次に掲げる書類一式を当該入札公告で指定する場所において当該入札公告で指

定する方法により希望者に配布しなければならない。 

(1) 入札公告の写し 

(2) 入札参加資格確認申請書（入札参加資格確認調書を含む。）の用紙 

(3) 栗原市競争入札等参加心得 

(4) 契約保証に関する説明書類 

(5) その他入札に参加するに当たり必要な書類 

４ 入札参加資格確認申請書の提出は１部とし、提出方法は配達証明付き郵便に限る

ものとする。ただし、工事執行者が特に認めるときは、この限りでない。 

５ 入札参加資格確認申請書は、入札公告の日の翌日から起算して７日目以降の日で

あって当該入札公告で指定した日までに当該入札公告で指定した場所に到達したも

のに限り受理するものとする。 

６ 前項に規定する期限を過ぎて到達した入札参加資格確認申請書は受理せず、速や

かに当該申請者に返却するものとする。 
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７ 執行規則第１０条の規定により入札保証金を納めさせる場合の取扱いは、別に定

めるものとする。 

８ 工事執行者は、執行規則第１０条の規定により入札保証金を納めさせる場合にお

いて、入札参加者が銀行、工事執行者が確実と認める金融機関（出資の受入れ、預

り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和２９年法律第１９５号）第３条に規定

する金融機関をいう。）又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法

律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。）

による契約保証の予約を受け、その証書を提出したときは、執行規則第１２条第１

項第２号に該当するものとして、同項の規定により入札保証金の全部を免除するも

のとする。 

９ 栗原市入札後審査方式条件付一般競争入札実施要綱（平成１７年栗原市告示第１

４３号）の規定による入札後審査方式条件付一般競争入札（以下「条件付一般競争

入札」という。）については、第１項、第２項及び第４項から第６項までの規定

は、適用しない。 

（平１９訓令２４・平３１訓令１０・令２訓令３０・一部改正） 

（競争入札参加資格の確認） 

第８条 工事執行者は、入札参加申請者から入札参加資格確認申請書の提出があった

ときは、必要に応じて工事担当課長等と協議の上、執行規則第５条第１項の規定に

より承認した競争入札の参加資格（以下「入札参加資格」という。）を確認するも

のとする。 

２ 工事執行者は、前項の規定により入札参加資格の確認をしたとき、又は入札参加

申請者の入札参加資格に疑義が生じたときは、選定委員会の会議に諮り、当該委員

会の審議により入札参加資格の有無を決定するものとする。 

３ 工事執行者は、前２項の規定により入札参加資格の有無を決定したときは、入札

参加資格確認結果通知書（様式第４号）により入札参加申請者に通知するものとす

る。ただし、入札参加者を公募する指名競争入札の場合は、執行規則第８条第２項

の規定により通知するものとする。 

４ 前項の場合において、入札参加資格を有しないと認められた入札参加申請者に通

知するときは、当該通知書に入札参加資格を有しないと認めた理由を付さなければ

ならない。 

５ 条件付一般競争入札については、前各項の規定は、適用しない。 

（平１９訓令２４・平３１訓令１０・一部改正） 

（特定建設工事共同企業体の取扱い） 

第９条 第４条第２項に規定する条件として、特定建設工事共同企業体（以下「特定

企業体」という。）の結成を求める場合は、栗原市建設工事共同企業体運用基準

（平成１７年栗原市告示第１３７号）によるものとする。 

２ 特定企業体の結成は、入札参加資格を満たす構成員の任意による結成とする。 

３ 特定企業体の入札参加の申請等に関しては、第７条及び前条の規定を準用する。
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この場合において「競争入札に参加しようとする者」を「競争入札に参加しようと

する特定企業体」に読み替えるものとする。 

４ 前項の規定により準用する第７条第２項の規定は、当該添付書類に次に掲げる書

類を加えるものとする。 

(1) 特定建設工事共同企業体協定書の写し 

(2) 入札・契約の権限に関する構成員間の委任状 

（平１９訓令２４・平３１訓令１０・一部改正） 

（指名） 

第１０条 執行規則第８条第１項の規定による指名は、栗原市指名競争入札における

指名者の基準（平成１７年栗原市告示第１３４号）に基づき行うものとする。 

２ 工事執行者は、あらかじめ構成員となるべき者を選定し、当該選定された者によ

る任意の特定企業体を結成させ、当該特定企業体を指名して競争入札を行わせるこ

とができる。 

（平３１訓令１０・一部改正） 

（見積期間） 

第１１条 執行規則第９条に規定する見積期間の日数には、原則として、土曜日、日

曜日並びに４月２９日から５月５日まで、８月１３日から同月１６日まで及び１２

月２９日から翌年の１月３日までの期間を含まないものとする。 

２ 建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第６条第１項ただし書に規定する

見積期間の短縮は、原則として行わないものとする。ただし、特別の事情がある場

合は、この限りでない。 

（平３１訓令１０・一部改正） 

（設計図書等の閲覧） 

第１２条 工事執行者は、仕様書、図面等（以下「設計図書等」という。）を必要部

数作成し、見積期間中、閲覧に供するとともに、貸出しするものとする。 

２ 工事執行者は、一般競争入札においては前項の閲覧及び貸出しのほか、入札参加

申請者が見積期間中、市が指定する場所において設計図書等の複写をすることがで

きるようにするものとする。 

３ 第１項及び前項の規定については、入札参加申請者又は指名通知を受けた者（以

下「指名業者」という。）に設計図書等を配布する場合は、この限りでない。 

４ 工事執行者は、入札参加申請者又は指名業者から、指定した期間中、設計図書等

に関する質問・回答書（様式第５号）により、設計図書等について質問を受け付け

るものとする。ただし、軽微なものについては、用紙の記載を省略することができ

るものとする。 

５ 工事執行者は、前項の規定による質問があったときは、設計図書等に関する質

問・回答書により回答を作成し、入札公告で指定した閲覧場所において、入札日の

前日までの間、当該回答を閲覧に供さなければならない。 

（平３１訓令１０・一部改正） 
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（予定価格調書の記載） 

第１３条 執行規則第１４条の予定価格調書（様式第６号の１及び２）の記載事項の

うち、予定価格、最低制限価格及び請負対象額のそれぞれ消費税及び地方消費税の

額を除く額の欄は、１円未満の端数を切り捨てた額とする。 

２ 予定価格調書の記載事項のうち調査基準価格は、第１５条の規定により得た額と

する。 

（平２８訓令２・平３１訓令１０・一部改正） 

（最低制限価格及び調査基準価格の設定） 

第１４条 最低制限価格及び調査基準価格を設ける場合の基準は、別に定める。 

（調査基準価格の算定） 

第１５条 調査基準価格の消費税及び地方消費税の額を除く額（以下「税抜き調査基

準価格」という。）は、対象工事の予定価格（消費税及び地方消費税の額を除く。

以下同じ。）の算出の基礎となった次に掲げる額の合計額とする。ただし、その額

が予定価格に１０分の９を乗じて得た額を超える場合にあっては１０分の９を乗じ

て得た額とし、予定価格に１０分の７を乗じて得た額に満たない場合にあっては、

１０分の７を乗じて得た額とする。 

(1) 設計額の直接工事費の額に１０分の９．５を乗じて得た額 

(2) 設計額の共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額 

(3) 設計額の現場管理費の額に１０分の９を乗じて得た額 

(4) 設計額の一般管理費等の額に１０分の５．５を乗じて得た額 

２ 前項の規定にかかわらず、工事執行者が特に必要があると認めるときは、工事の

予定価格に１０分の７を乗じて得た額から１０分の９を乗じて得た額までの範囲内

で、調査基準価格を適宜定めることができる。 

３ 調査基準価格（消費税及び地方消費税の額を含む。）は、税抜き調査基準価格に

１００分の１１０を乗じて得た額とする。 

（平１９訓令２４・平２５訓令１１・平２５訓令２３・平２８訓令２・平

２８訓令２２・平３１訓令１０・令元訓令３・一部改正） 

（最低制限価格の算定） 

第１５条の２ 最低制限価格の算定については、前条の規定を準用する。この場合に

おいて、「調査基準価格」とあるのは「最低制限価格」と、「税抜き調査基準価

格」とあるのは「税抜き最低制限価格」と読み替えるものとする。 

（平１９訓令２４・追加、平３１訓令１０・一部改正） 

（入札の執行等） 

第１６条 入札を執行する者（以下「入札執行者」という。）は、代理人をもって入

札する者については、入札の前に委任状を提出させるものとする。 

２ 入札執行者は、入札の各回とも最低入札金額を読み上げるものとするが、当該最

低入札金額が調査基準価格を下回ったときは、入札金額は読み上げずに落札決定の

保留を口頭により宣言するものとする。 
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３ 入札者及び代理人（以下「入札者等」という。）は、入札書を提出する前に限

り、入札を辞退することができる。 

４ 入札後において、入札者等から、設計図書等についての不明、錯誤等を理由に異

議の申立てがあったときは、これを受け付けないものとする。 

（平３１訓令１０・一部改正） 

（入札の延期等） 

第１７条 執行規則第２０条第２号の規定は、栗原市談合情報対応要領（平成３１年

栗原市訓令第９号）の規定に基づき判断するものとする。 

２ 執行規則第２０条第３号の規定は、予定価格、設計図書等、入札参加条件等（以

下「予定価格等」という。）に錯誤があったと認められるとき等不測の事態が発生

した場合に適用するものとする。ただし、入札又は開札後から契約締結前までに錯

誤が認められた場合であって、落札者又は落札の候補とする者の入札の価格、資格

等が、当該錯誤がない場合における適正な予定価格等に対応した正当なものである

と認められるときは、適用しないものとする。 

（平１９訓令２４・平３１訓令１０・一部改正） 

（入札の無効） 

第１８条 執行規則第２２条第３号に該当するときは、次のとおりとする。 

(1) 入札者又は代理人の記名押印を欠く入札 

(2) 金額を訂正した入札又は金額の記載が不鮮明な入札 

(3) 誤字、脱字等により意思が不明な入札 

(4) その他入札執行者が入札者又は代理人の意思が不明と認めた入札 

（平３１訓令１０・一部改正） 

（落札者の決定） 

第１９条 入札執行者は、落札者又は随意契約の相手方を決定したときは、その旨を

宣言し、当該決定した者に、確認のため入札書又は見積書に押印させるものとす

る。 

２ 調査基準価格を設けた工事については、最低の入札価格が当該調査基準価格を下

回るときは、落札の決定を保留し、選定委員会において審議の上、落札者を決定す

るものとする。 

（平３１訓令１０・一部改正） 

（履行能力確認の調査） 

第２０条 工事執行者は、前条第２項の規定により落札の決定が保留となったとき

は、最低価格入札者と契約することが、契約の適正履行及び公正な取引の秩序の確

保の観点から支障がないかを調査するものとする。 

２ 前項の規定による調査は、最低価格入札者からの履行能力確認調査回答書（様式

第７号）及び関係資料の提出及び事情聴取並びに関係機関への照会その他の方法に

より行うものとし、その内容は原則として次のとおりとする。この場合の具体的調

査方法等については、別に定める。 
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(1) 入札価格積算の根拠及び妥当性並びに労務、資材等の調達等の適否に関する

事項 

(2) 施工能力の適否に関する事項 

(3) 当該入札者の経営状況に関する事項 

(4) その他の必要な事項 

３ 工事執行者は、第１項に規定する調査を、落札の決定を保留とした日から１０日

間を目途に行うものとする。 

４ 第２項に規定する資料の提出は、期限を付して求めるものとする。 

５ 工事執行者は、第４条第２項の規定により、工事現場に配置する技術者の資格等

を入札参加条件とした場合は、第１項に規定する調査において、期限を付して配置

技術者届出書（様式第８号）を提出させるものとする。 

６ 工事執行者は、第１項に規定する調査を終了したときは、履行能力調査票（様式

第９号）を作成し、選定委員会に諮らなければならない。 

（平１９訓令２４・平３１訓令１０・一部改正） 

（履行能力確認調査結果の審議） 

第２１条 選定委員会は、工事執行者が行った前条第１項の規定による調査の結果に

ついて審議し、落札の適否を決定するものとする。 

（平１９訓令２４・平３１訓令１０・一部改正） 

（調査基準価格を下回った入札等の落札者決定） 

第２２条 入札執行者は、前条の規定による選定委員会の審議の結果、最低価格入札

者による落札が適当と決定したときは、最低価格入札者を落札者と決定し、当該落

札が不適当と決定したときは、最低価格入札者を落札者としないものとする。 

２ 入札執行者は、前項の規定により、最低価格入札者を落札者としない場合におい

て、予定価格の制限の範囲内の最低入札価格に次いで低い入札価格（以下「次順位

価格」という。）が調査基準価格以上の価格であるときは、当該次順位価格の入札

者を落札者に決定するものとする。 

３ 前項に規定する場合において、次順位価格が調査基準価格を下回る価格であると

きは、当該次順位価格及び当該次順位価格の入札をした者につき第２０条から前項

までの規定を準用する。 

（平１９訓令２４・平３１訓令１０・一部改正） 

（落札者等に対する通知） 

第２３条 入札執行者は、前条の規定により落札者を決定したときは、直ちに落札者

及びその他の入札者に対して入札結果通知書（様式第１０号）により通知するもの

とする。 

（随意契約の運用） 

第２４条 随意契約により契約を締結しようとするときの取扱いは、別に定める。 

２ 災害応急工事等特に緊急に工事を施行する必要がある場合の契約等の取扱いは、

別に定める。 
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（配置技術者の確認） 

第２５条 工事執行者は、第４条第２項の規定により配置技術者の資格条件を定めた

ときは、執行規則第２６条第１項に規定する契約の締結の前までに配置技術者届出

書を提出させるものとする。ただし、第２０条第６項に規定する場合及び栗原市談

合情報対応要領の規定により手続を行う場合は、それぞれの定めるところによるも

のとする。 

２ 前項の規定により配置技術者届出書を提出させるときは、当該配置技術者の資格

を証する書類を添付させるものとする。 

３ 工事担当課長等は、第１項に規定する配置技術者届出書に基づき、直ちに届出の

あった技術者の資格等が入札参加条件に適合しているか等について確認し、入札執

行者に報告するものとする。 

４ 入札執行者は、落札者が第１項に規定する期限までに配置技術者届出書を提出し

ないとき及び前項の規定に基づく確認の結果、入札参加条件に適合する技術者の配

置がなされないときは、執行規則第２２条第１号の規定に該当するものとして、当

該落札者の入札を無効とする。 

（平３１訓令１０・一部改正） 

（工事費内訳書の確認） 

第２６条 入札執行者は、第６条第３項の規定により入札参加者に工事費内訳書の提

出を求めるときは、入札時に提出させるものとする。ただし、栗原市談合情報対応

要領の規定により手続を行うときは、その定めるところによるものとする。 

２ 工事担当課長等は、前項の規定により提出された工事費内訳書の内容を調査し、

談合等の不正行為の形跡を認めたときは、直ちに入札執行者に報告するものとす

る。 

３ 第１項の規定により提出された工事費内訳書は、工事完了の日まで保存するもの

とする。ただし、前項の規定による調査の結果、談合等の不正行為の形跡を認めた

ときその他保存の必要があるときは、契約書類と合わせて当該内訳書を保存するも

のとする。 

（平３１訓令１０・一部改正） 

（契約締結等） 

第２７条 執行規則第２６条第１項に規定する契約締結の期限については、天災、地

変等により契約を締結することが困難なとき、談合情報等により契約締結に疑義が

生じたときその他やむを得ない事情が生じたときは、この限りでない。 

２ 契約保証金の取扱いは、別に定める。 

（平３１訓令１０・一部改正） 

（下請負の制限等） 

第２８条 執行規則第３３条第２項に規定する下請負の承認は、次の各号のいずれか

に該当するときは行ってはならない。ただし、第３号については、工事を施工する

上で必要と認められるときは、この限りでない。 
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(1) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２２条第１項の規定に違反すると

き。 

(2) 執行規則第３３条第１項の規定に違反するとき。 

(3) 受注者が、請け負った工事の入札に参加した他の者に請け負った工事の一部

を委任し、又は請け負わせようとするとき。 

(4) その他不適切な下請と認められるとき。 

（平２５訓令２・平３１訓令１０・一部改正） 

（設計変更） 

第２９条 執行規則第３４条第１項の規定による工事の変更のうち設計内容の変更に

よるものについては、契約の目的を変更しない限度において、やむを得ない場合に

限るものとし、その取扱いについては、別に定める。 

（平３１訓令１０・一部改正） 

（変更契約金額） 

第３０条 執行規則第３４条第１項の規定による工事の変更契約金額は、変更請負対

象額（変更請負対象設計額に当初契約金額を乗じて得た額を当初請負対象設計額で

除して得た額とし、その額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額と

する。）に１００分の１０を加算した額とし、当該変更契約金額を受注者に掲示し

て承諾を得なければならない。ただし、第１７条第２項ただし書の規定を適用した

場合における当初請負対象設計額は、錯誤を改めた後の額とする。 

（平３１訓令１０・全改、令元訓令３・一部改正） 

（中間前金払の対象及び限度額） 

第３１条 執行規則第３７条の２第１項の規定による中間前金払の対象となる工事に

要する経費は、工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（当該工事

において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮

設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費とする。 

２ 債務負担行為に係る契約（以下「債務契約」という。）の中間前払金の支払限度

額は、当該支払年度の出来高予定額の１０分の２を超えない範囲とする。 

３ 前払金と中間前払金の支払合計額は、契約金額の１０分の７を超えてはならない

ものとする。ただし、債務契約については、当該支払年度の出来高予定額の１０分

の７を超えてはならないものとする。 

（平２５訓令２３・追加、平３１訓令１０・旧第３２条繰上・一部改正） 

（中間前金払の認定） 

第３２条 中間前払金の支払に係る認定の要件は、次の各号のいずれにも該当してい

ることとする。 

(1) 当該契約に係る工期の２分の１（債務契約にあっては、当該年度の工事実施

期間の２分の１）を経過していること。 

(2) 工程表により工期の２分の１（債務契約にあっては、当該年度の工事実施期

間の２分の１）を経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る作
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業が行われていること。 

(3) 既に行われた当該工事の作業に要する経費（工事現場に搬入された検査済み

の材料等の額を含む。）が請負代金の額の２分の１（債務契約にあっては、当該

年度の出来高予定額の２分の１）以上の額に相当していること。 

２ 中間前払金の支払に係る認定の手続は、別に定める。 

（平２５訓令２３・追加、平３１訓令１０・旧第３３条繰上・一部改正） 

附 則 

この訓令は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年５月３１日訓令第２８号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年７月９日訓令第２４号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２５日訓令第２号） 

この訓令は、平成２５年４月１日から施行し、施行の日以後に締結される契約から

適用する。 

附 則（平成２５年５月８日訓令第１１号） 

この訓令は、公布の日から施行し、施行日以後に公告等をした入札から適用する。 

附 則（平成２５年１０月３１日訓令第２３号） 

この訓令は、平成２５年１１月１日から施行し、施行の日以後に公告等をした契約

から適用する。 

附 則（平成２８年２月２２日訓令第２号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年５月２日訓令第２２号） 

この訓令は、公布の日から施行し、この訓令による改正後の栗原市建設工事執行規

則取扱要綱の規定は、施行の日以後に公告等をした入札から適用する。 

附 則（平成３０年９月１４日訓令第２４号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令による改正後の栗原市建設工事執行規則取扱要綱の規定は、この訓令の

施行の日以後に公告等をした入札から適用し、同日前に公告等をした入札について

は、なお、従前の例による。 

附 則（平成３１年３月２９日訓令第１０号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の栗原市建設工事執行規則取扱要綱の規定による様式で、取扱上著しく支

障のないものについては、当分の間、改正後の栗原市建設工事執行規則取扱要綱の
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規定による様式とみなす。 

附 則（令和元年７月２３日訓令第３号） 

この訓令は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月２０日訓令第３０号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 
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別表（第３条関係） 

（平１９訓令２４・全改、平３１訓令１０・一部改正） 

一般競争入札及び指名競争入札の実施基準 

工事の種類 競争入札の種類及び請負工

事金額の範囲 大分類 小分類 

土木工事 土木一式工事 

水道施設工事 

一般競争入札 １，０００

万円以上 

指名競争入札 １３０万円

以上１，０００万円未満 

建築工事 建築一式工事 

鋼構造物工事 

しゅんせつ工事 

鋼構造物工事 

しゅんせつ工事 

とび・土工・コンクリート

工事 

解体工事 

とび・土工・コンクリート

工事 

解体工事 

舗装工事 舗装工事 

設備工事 電気工事 管工事 機械器

具設置工事 電気通信工事 

その他工事 大工工事 左官工事 石工

事 屋根工事 タイル・レ

ンガ・ブロック工事 鉄筋

工事 板金工事 ガラス工

事 塗装工事 防水工事 

内装仕上工事 熱絶縁工事 

造園工事 さく井工事 建

具工事 消防設備工事 清

掃施設工事 
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様式第１号（第５条関係） 

 

入札参加資格設定調書 

  年  月  日  

工 事 番 号   

工 事 名   

工 事 場 所   

工 種   

工 期   

設 計 金 額   

工

事

概

要 

工 事 目 的   

規 模   

構 造 型 式   

工 法   

そ の 他   

公 告 日   

申 請 期 限   

資 格 承 認 日   

入 札 日   

資 格 要 件 

  

資格要件の設定理由 
  

見 込 対 象 者 数   

現場説明会の有無 

及 び 日 程 

  

添 付 資 料   
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様式第２号（第７条関係） 

 

入札参加資格確認申請書 

 

  年  月  日 

 

  栗原市長    殿 

  入札参加承認番号        

住所又は所在地         

商号又は名称          

代表者職氏名        ○印 

連絡先             

※ 共同企業体の場合は、代表

者・構成員連名とする。 

 

    年  月  日付けで入札公告のありました下記工事に係る入札に参加する

資格について、確認されたく申請します。 

  なお、この申請書及びその添付書類については、事実と相違なく落札し、契約締

結した場合は、建設業法及び入札公告の条件に従い適正に技術者を配置することを

誓約します。 

 

記 

 

１ 工事番号 

 

２ 工事名 

 

３ 施工場所 

 

４ 添付書類 

 入札参加資格確認調書(入札参加条件により適宜加える。) 

 

 

 

備考 特定建設工事共同企業体の場合は、特定建設工事共同企業体協定書の写し及び

委任状を添付すること。 
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様式第３号（第７条関係） 

 

入札参加資格確認調書 

 

 入札公告に示した施工実績条件に適合する施工実績 
工

事

名

称

等 

工 事 名   

発 注 機 関 名   

施 工 場 所 (都道府県・市町村名) 

契 約 金 額   

工 期     年    月～    年    月 

受 注 形 態 等 単体／共同企業体(出資比率  ％) 

監理(主任)技術

者 氏 名 

  

工

事

概

要

等 

規 模 ・ 寸 法   

構 造 形 式   

使用機材・数量   

設 計 条 件   

注１ 公告において明示した当該工事と同種の工事の元請としての施工実績につい

て、的確に判断できる具体的な事項を記入すること。 

 ２ この様式は、申請者が共同企業体の場合は、各構成員ごとに作成すること。 

 ３ 工事内容について、工事実績証明書又は証明できるもの(契約書等の写し、工 

  事概要が分かる仕様書等の写し等)を添付すること。 

   ただし、当該工事が、財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情報サ 

  ービス(CORINS)」に登録されていて、工事実績カルテの記載内容により公告にお 

  いて明示した条件に適合することが証明できる場合は、当該カルテの写しの提供 

  により工事実績証明書等に代えることができる。 

 ４ 入札参加条件により適宜様式を修正すること。 
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様式第４号（第８条関係） 

 

入札参加資格確認結果通知書 

 

 

第     号 

  年  月  日 

 

  入札参加承認番号 

  住所又は所在地 

  商号又は名称 

  代表者職氏名 

 

栗原市長     

 

 

 先に申請のあった入札参加資格について、下記のとおり確認したので通知します。 

 

記 

入札公告日   

工 事 番 号   

工 事 名   

受 付 番 号   

入札参加資格 

の 有 無 
有・無 

入札参加資格が 

無と認めた理由 

  

入札保証金   契約保証金   

備考 入札参加資格が無の場合で、無と認めた理由について説明を求める者は、  

年  月  日までに総務部管財課へその旨を記載した書面を提出してください。 
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様式第５号（第１２条関係） 

 

設計図書等に対する質問・回答書 

 

  年  月  日 

 

  栗原市長 

 

                   商号又は名称            

                   代表者職氏名          ○印 

                   質問者氏名            

                   連 絡 先            

工事番号   工事名   

番号 質問事項 回答事項 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      年  月  日 

 

                回答者               

                    課長            

                              (印略) 

※ 回答を閲覧に供するときは、質問者名を公表しないこと。 
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様式第６号の１（第１３条関係） 

 

予定価格調書 

 

 

  年  月  日 

 

１ 工事番号                                   

 

２ 工 事 名                                   

 

３ 工事場所                                   

 

  予定価格及び調査 

基準価格作成者印 

  

 

４ 予定価格 

 

   一金              円也(消費税及び地方消費税を含む。) 

 

(参考)一金              円也(消費税及び地方消費税を除く。) 

 

５ 調査基準価格 

 

   一金              円也(消費税及び地方消費税を含む。) 

 

(参考)一金              円也(消費税及び地方消費税を除く。) 

 

６ 請負対象価格 

 

   一金              円也(消費税及び地方消費税を含む。) 

 

(参考)一金              円也(消費税及び地方消費税を除く。) 

 

７ 摘要 
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様式第６号の２（第１３条関係） 

 

予定価格調書 

 

 

  年  月  日 

 

1 工事番号                                   

 

2 工事名                                   

 

3 工事場所                                   

 

  予定価格及び調査

基準価格作成者印 

  

 

4 予定価格 

 

   一金              円也(消費税及び地方消費税を含む。) 

 

(参考)一金              円也(消費税及び地方消費税を除く。) 

 

5 最低制限価格 

 

   一金              円也(消費税及び地方消費税を含む。) 

 

(参考)一金              円也(消費税及び地方消費税を除く。) 

 

6 請負対象価格 

 

   一金              円也(消費税及び地方消費税を含む。) 

 

(参考)一金              円也(消費税及び地方消費税を除く。) 

 

7 摘要 
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様式第７号（第２０条関係） 

 

履行能力確認調査回答書 

工 事 番 号   
工 事 名   
工 事 場 所   
入 札 日   
入 札 額   
会 社 名   
回答責任者   

回答 

1 入札価格積算の根拠に関する事項 

(1) 工事費内訳書 入札時提出済 
(2) 低価格の理由・根拠 
(3) 利益の有無 

2 施工体制及び労務、資材等の調達等に関する事項 

(1) 配置技術者 別紙配置技術者届出書のとおり 
(2) 下請・資材調達計画の適否 
   下請内容・下請予定業者・入札者との関係   (別紙可) 
   調達資材・調達予定業者・入札者との関係   (別紙可) 
(3) 労務者の調達計画の適否 
   労務者調達の有無              (別紙可) 
   予定労務単価                (別紙可) 
(4) 本工事の施工に必要な主な機材調達等の適否 
   調達(手持ち)機材の有無           (別紙可) 
   調達(手持ち)機材の概要           (別紙可) 

3 施工実績等に関する事項 

(1) 本件工事と同種工事の施工実績        (別紙可) 
(2) 本市発注工事受注状況及び成績状況      (別紙可) 
(3) 現在の手持ち工事状況            (別紙可) 
(4) 技術者の保有状況及び配置状況        (別紙可) 

4 信用状況 

(1) 建設業法違反の有無 
(2) 賃金不払の有無 
(3) 下請代金の支払遅延の有無 

5 その他調査において求められた事項 

  

 以上相違ありません。 

      年  月  日 

             商号又は名称               

             代表者職氏名             ○印 
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様式第８号（第２０条関係） 

 

配 置 技 術 者 届 出 書 

 

  年  月  日 

 

  栗原市長    殿 

 

住所又は所在地             

商号又は名称              

代表者職氏名            ○印 

 
 建設工事を請け負うに当たり、入札公告に示された条件に従い工事現場に配置する
技術者を届け出ます。 
 なお、配置する技術者は、本工事現場に専任で配置するものであることを誓約しま
す。 

 

記 

 

1 工事番号 

 工 事 名 

2 工 期    年  月  日から    年  月  日まで 

3 配置技術者 

氏名   

資格 

 

資格の名称          番号 

資格の名称          番号 

 

氏名   

資格 資格の名称          番号 

資格の名称          番号 

 
氏名   

資格 資格の名称          番号 

資格の名称          番号 

備考 
 (1) 入札公告に示された条件に合致する資格の名称・番号等を記入すること。 
 (2) 記入した資格に係る資格者証、免許証等の写しを添付すること。 

 (3) 複数の技術者配置を求められている場合は、複数欄に記入すること。 
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様式第９号（第２０条関係） 

 

(表) 

履 行 能 力 確 認 調 査 票 

工 事 番 号   

工 事 名   

工 事 場 所   
 

1 入札の状況 

入 札 日               年   月   日 

予 定 価 格           千円 

調査基準価格           千円 

調査対象入札額           千円  落札率     ％ 

調査対象業者                  等級 

入 札 状 況 別紙のとおり  ※入札執行調書添付 
 

2 調査結果 

調 査 月 日           年   月   日 

調 査 場 所   

調査に応じた者の所属・職・

氏 名 

  

調査者の所属・職・氏名   

調査立会者の所属・職・氏名   
 

調 査 内 容 

1 入札価格積算の根拠及び妥当性に関する事項 

(1) 工事費内訳書と仕様書の整合 
   仕様違いの有無 
(2) 工事費内訳書の積算の適否 
   違算の有無 
   特に低価格(設計の ％以下)となっている部分がある場合の 
      内容 
      低価格の理由 
      理由の妥当性 
   全体として低価格の場合の 
      低価格の理由 
      理由の妥当性 
(3) 利益の有無 
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(裏) 

2 施工体制及び労務、資材等の調達等の適否に関する事項 

(1) 配置技術者の適否 

   配置技術者の資格 

   配置技術者の専任 

(2) 下請・資材調達計画の適否 

   下請内容・下請予定業者・入札者との関係 

   調達資材・調達予定業者・入札者との関係 

(3) 労務者の調達計画の適否 

   労務者調達の有無 

   予定労務単価の妥当性 

(4) 本工事の施工に必要な主な機材調達等の適否 

   調達(手持ち)機材の有無 

   調達(手持ち)機材の概要 

3 施工能力の適否に関する事項 

(1) 本件工事と同種工事の施工実績 

(2) 本市発注工事受注状況及び成績状況 

(3) 現在の手持ち工事状況 

(4) 技術者の保有状況及び配置状況 

4 経営内容 

(1) 経審による経営状況 

(2) 経営状況(取引金融機関、保証会社等への照会) 

5 信用状況 

(1) 建設業法違反の有無 

(2) 賃金不払の状況 

(3) 下請代金の支払遅延状況 

(4) その他 

6 その他特記事項 

  

 

 

調査担当主務課意見 
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様式第１０号（第２３条関係）（落札者用） 

 

 

 

第     号 

  年  月  日 

 

               様 

 

栗原市長            

 

 

入 札 結 果 通 知 書 

 

 

   年  月  日に入札を執行した結果、調査基準価格を下回る価格による入札

があったため落札の決定を保留していた下記工事について、調査の結果、貴社に落札

決定したので通知します。 

 

 

記 

 

 

1 工事番号 

 

 

2 工 事 名 

 

 

3 落札金額              円(消費税及び地方消費税の額を含む。) 
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様式第１０号（第２３条関係）（落札者以外の入札参加者用） 

 

 

 

第     号 

  年  月  日 

 

  工事競争入札参加者各位 

 

栗原市長            

 

 

入 札 結 果 通 知 書 

 

 

   年  月  日に入札を執行した結果、調査基準価格を下回る価格による入札

があったため落札の決定を保留していた工事について、調査の結果、下記のとおり決

定したので通知します。 

 

 

記 

 

 

1 工事番号 

 

 

2 工 事 名 

 

 

3 落札業者名 

 

 

4 落札金額              円(消費税及び地方消費税の額を含む。) 

 

 

 

 

 


